
山口労働局第14次労働災害防止計画
実態把握アンケート R5年度結果
標記計画において策定した各種指標に対する実態把握を目的として
アンケートを行いましたので、結果をお知らせします。

2-1 転倒災害防止対策（ハード・ソフト両面からの対策）

目標 R9までにハード・ソフト両面からの
転倒災害防止対策を講じている事業
場割合を50％以上

現状 44％（６％不足）
ハード・ソフト両面からの転倒災害防止対策

2-2 正社員以外の労働者に対する安全衛生教育（卸売・小売、医療福祉業）

正社員以外の労働者に対する安全衛生教育

目標 R9までに、卸売小売医療福祉業において正社員以外の労働者に対する安全衛生教
育の実施率を80％以上とする

現状 76％（△４％）

重点２ 労働者の作業行動に起因する労働災害防止対策の推進
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2-3 介護・看護業務におけるノーリフトケア（卸売・小売、医療福祉業）

目標 介護・看護作業において、ノーリフトケアを導入している事業場の割合をR５
と比較してR9までに増加させる

現状 R5の割合【29％】

3－1 エイジフレンドリーガイドラインに基づく対策（全業種）
重 点 3 高 年 齢 労 働 者 の 労 働 災 害 防 止 対 策 の 推 進

高年齢労働者

重 点 4 外 国 人 労 働 者 等 の 労 働 災 害 防 止 対 策 の 推 進
4－1 外国人労働者（全業種）

外国人労働者

未達成

2

エイジフレンドリーガイドライン

目標 エイジフレンドリーガイドラインに基づく高年齢労働者の安全衛生確保の取組
を実施する事業場の割合をR9までに50％以上とする

現状 43％（△7％）

目標 外国人労働者にわかりやすい方法で労働災害防止教育を行っている事業場の割
合をR9までに50％以上とする

現状 73％（＋23％）
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重 点 6 業 種 別 の 労 働 災 害 防 止 対 策 の 推 進

6-1 荷役作業安全ガイドラインの導入（運送業）

目標 荷役作業における安全対策ガイドラインに
基づく措置を実施する陸上貨物運送事業等
の事業場割合 R9までに45％以上

現状 86％（＋41％）

6-2 リスクアセスメントの取組（建設業）

目標 墜落・転落災害防止に関するリスクアセス
メントに取り組む建設業の事業場の割合
R9までに85％以上

現状 89％（＋4％）

6-3 はさまれ・巻き込まれ防止対策の実施（製造業）

目標 機械によるはさまれ・巻き込まれ防止対策
に取り組む製造業の事業場の割合
R9までに60％以上

現状 89％（＋29％）

目標 チェーンソーによる伐木等作業の安全に関
するガイドラインに基づく措置を実施する
林業の事業場の割合
R9までに50％以上

現状 100％（＋50％）
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重 点 7 労 働 者 の 健 康 確 保 対 策 の 推 進

7-1 年次有給休暇取得促進

目標 年休取得率をR7までに 70％以上
現状 61.7％（△8.3％）

7-2 勤務間インターバル制度導入

目標 勤務間インターバル制度を導入して
いる事業場の割合
R7までに15％以上

現状 24％（＋9％）

7-3 ストレスチェックの実施（労働者50人未満）

目標 労働者数50人未満の小規模事業場に
おけるストレスチェック実施の割合
R9までに50％以上

現状 42％（△8％）

7-4 産業保健サービスの提供

目標 必要な産業保健サービスを提供して
いる事業場の割合
R9までに80％以上

現状 59％（△21％）

未達成

未達成

未達成 年休取得率 加重平均 61.7％
（低取得率事業場の底上げが課題です。）
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重 点 ８ 化 学 物 質 等 に よ る 健 康 障 害 防 止 対 策 の 推 進

8-1 ラベル表示・SDSの交付義務の対象となっていないが危険性又は有害性
が把握されている化学物質に係るラベル表示・SDSの交付

目標 労働安全衛生法第57条及び第57条の
２に基づくラベル表示・SDS（安全
データシート）の交付義務対象と
なっていないが危険性又は有害性が
把握されている化学物質について、
ラベル表示・SDSの交付を行ってい
る事業場の割合
R7までに80％以上

現状 94％（＋14％）

8-2 リスクアセスメント実施の対象となっていないが、危険性又は有害性が
把握されている化学物質に係るリスクアセスメント実施

目標 労働安全衛生法第57条の３に基づく
リスクアセスメントの実施の義務対
象となっていないが危険性又は有害
性が把握されている化学物質につい
て、リスクアセスメントを行ってい
る事業場の割合
R7までに80％以上

現状 85％（＋5％）

8-3 リスクアセスメント実施結果に基づく措置

目標 上記リスクアセスメントの実施結果
に基づいて、労働者の危険又は健康
障害を防止するため必要な措置を実
施している事業場の割合
R7までに80％以上

現状 100％（＋20％）
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8-4 熱中症災害防止のための暑さ指数の活用

目標 熱中症災害防止のために暑さ指数を
把握し、活用している事業場の割合
R9までに増加

現状 51％

アンケートへのご回答ありがとうございました。
山口労働局では、第14次労働災害防止計画を策定しました。
令和４年と比較して、労働災害死亡者数9％以上減少
休業4日以上の死傷者数５％以上減少
という基本目標をたて、労働災害防止対策の推進に取り組ん
でいます。
皆様方の事業場におかれましても計画の達成にご理解とご協
力をいただきますようお願いいたします。
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